[bookmark: _bs8oubejv76z]再委託条件に関する覚書

　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲乙間で締結した電話代行業務に関する契約（以下「原契約」という。）に基づき乙が受託する業務の再委託について、次のとおり覚書（以下「本覚書」という。）を締結する。

[bookmark: _epkm5gb10gpq]第1条（目的）
本覚書は、乙が原契約に基づき受託する電話受付、電話応対、用件聴取、伝言、取次ぎ、対応内容の記録及び報告その他これらに付随する業務（以下「本業務」という。）の全部又は一部を第三者に再委託する場合の条件を定め、本業務の適正な遂行、品質の維持並びに秘密情報及び個人情報の適切な管理を確保することを目的とする。

[bookmark: _liev2rbbd345]第2条（原契約との関係）
1. 本覚書は、原契約に定める再委託に関する事項を補充するものとする。
2. 本覚書に定めのない事項については、原契約の定めに従うものとする。
3. 本覚書と原契約の内容が抵触する場合は、本覚書において明示的に原契約と異なる取扱いを定めた事項について、本覚書の定めを優先する。

[bookmark: _1wsa0gukqsdg]第3条（再委託の原則）
1. 乙は、甲の事前の書面又は電磁的方法による承諾を得た場合に限り、本業務の全部又は一部を第三者（以下「再委託先」という。）に再委託することができる。
2. 乙は、再委託を行う場合、本業務の性質、取扱情報の内容及び再委託先の業務遂行能力等を考慮し、適切な再委託先を選定しなければならない。
3. 甲による再委託の承諾は、乙の原契約及び本覚書に基づく義務又は責任を免除するものではない。

[bookmark: _v7tntjv8h6nt]第4条（再委託の申請）
乙は、甲に対して再委託の承諾を求める場合、原則として次の事項を甲に通知するものとする。
1. 再委託先の名称又は氏名
2. 再委託先の所在地
3. 再委託する業務の範囲及び内容
4. 再委託を必要とする理由
5. 再委託の予定期間
6. 再委託先における秘密情報及び個人情報の管理方法
7. その他甲が合理的に必要と認める事項

[bookmark: _w8a16uogz567]第5条（再委託先の選定）
乙は、再委託先の選定にあたり、次の事項を確認するものとする。
1. 本業務を適切に遂行するために必要な能力及び体制を有していること。
2. 電話応対に必要な教育及び研修を実施できる体制を有していること。
3. 秘密情報及び個人情報を適切に管理するための安全管理措置を講じていること。
4. 本業務に使用する情報通信機器、通信回線及びシステム等について合理的なセキュリティ対策を講じていること。
5. 法令その他本業務に適用される規則を遵守できる体制を有していること。

[bookmark: _6q0h1jx5vty]第6条（再委託先に対する義務付け）
1. 乙は、再委託先との間で書面又は電磁的方法により契約を締結し、原契約及び本覚書に基づき乙が負う義務のうち、再委託する業務に必要な義務と同等の義務を再委託先に負わせるものとする。
2. 前項の義務には、少なくとも次の事項を含むものとする。
(1) 秘密保持義務
(2) 個人情報の適切な取扱い
(3) 情報の目的外利用の禁止
(4) 情報へのアクセス制限
(5) 情報セキュリティ対策
(6) 本業務の品質管理
(7) 事故発生時の報告義務
(8) 契約終了時の情報の返還又は削除
(9) 法令遵守
(10) 甲及び乙が合理的に必要とする監督への協力

[bookmark: _i6dgfswb0f3v]第7条（再々委託）
1. 再委託先は、乙から委託された業務の全部又は一部を、乙及び甲の事前の承諾なく他の第三者に再委託してはならない。
2. 乙が再委託先による再々委託を希望する場合、乙は、再々委託先、再々委託する業務の内容、情報管理体制その他甲が合理的に必要とする事項を事前に甲へ通知し、その承諾を得るものとする。
3. 再々委託が行われた場合においても、乙は、当該再々委託先に原契約及び本覚書に基づく必要な義務を遵守させるものとする。

[bookmark: _36dnmx2mnpbu]第8条（秘密保持）
1. 乙は、再委託先に対し、本業務の遂行に伴い知り得た甲、甲の顧客、取引先その他の第三者に関する営業上、技術上その他一切の非公知情報を、本業務の遂行以外の目的で使用させてはならない。
2. 乙は、再委託先が前項の情報を、本業務の遂行上必要な範囲を超えて第三者に開示又は漏えいしないよう必要な措置を講じるものとする。
3. 本条に定める義務は、再委託の終了後も、当該情報が適法に公知となった場合その他原契約に別段の定めがある場合を除き、原契約に定める期間存続するものとする。

[bookmark: _popldmx2qsxf]第9条（個人情報の取扱い）
1. 乙は、再委託先が本業務において氏名、電話番号、メールアドレス、会社名、問い合わせ内容その他個人を識別することができる情報を取り扱う場合、個人情報の保護に関する法律その他関係法令に従って適切に取り扱わせるものとする。
2. 乙は、再委託先に対し、本業務の遂行に必要な範囲を超えて個人情報を利用、複製、加工、持出し又は第三者へ提供させてはならない。
3. 乙は、再委託先における個人情報へのアクセス権限を、本業務の遂行上必要な者に限定させるものとする。
4. 本業務の終了その他個人情報を保有する必要がなくなった場合、乙は、甲の指示に従い、再委託先に当該個人情報を返還、削除又は廃棄させるものとする。

[bookmark: _4t82ey23lkqx]第10条（電話応対品質の確保）
1. 乙は、再委託先に対し、甲から提供された応対マニュアル、トークスクリプト、取次基準、報告方法その他本業務に関する指示を遵守させるものとする。
2. 乙は、再委託先の担当者に対し、本業務を開始する前に必要な教育及び研修を実施し、又は再委託先をして実施させるものとする。
3. 再委託先による電話応対の品質が甲乙間で合意した水準を著しく下回る場合、甲は乙に対し、改善措置を求めることができる。
4. 乙は、前項の求めを受けた場合、再委託先への指導、担当者の変更、追加研修その他合理的に必要な改善措置を講じるものとする。

[bookmark: _dd8qdryvqu0t]第11条（情報セキュリティ）
乙は、再委託先に対し、本業務で取り扱う情報の漏えい、滅失、毀損、不正アクセス、不正利用その他の事故を防止するため、アクセス権限管理、認証管理、端末管理その他業務内容に応じた合理的な安全管理措置を講じさせるものとする。

[bookmark: _3len2t6jfo1y]第12条（事故等の報告）
1. 再委託先において、秘密情報若しくは個人情報の漏えい、紛失、不正アクセス、誤送信、誤報告その他本業務に関する事故又はそのおそれが発生した場合、乙は、その事実を知った後、速やかに甲へ報告するものとする。
2. 乙は、前項の場合、再委託先と連携して被害拡大の防止、原因調査、情報保全、再発防止その他必要な措置を講じるものとする。
3. 乙は、甲から求められた場合、事故の内容、原因、影響範囲、対応状況及び再発防止策について甲に報告するものとする。

[bookmark: _v8pdy181l6rk]第13条（監督）
1. 乙は、再委託先による本業務の遂行状況を必要に応じて確認し、適切に監督するものとする。
2. 甲は、本業務の適正な遂行又は情報管理の確認のため合理的に必要がある場合、乙に対し、再委託先の管理状況について報告を求めることができる。
3. 前項の確認により改善が必要であると合理的に認められる事項が判明した場合、甲は乙に対して改善を求めることができ、乙は合理的な範囲で必要な措置を講じるものとする。

[bookmark: _6tfk01tr7ac5]第14条（再委託の変更及び終了）
1. 乙は、再委託先、再委託業務の範囲その他甲が承諾した重要な事項を変更しようとする場合、事前に甲へ通知し、その承諾を得るものとする。
2. 甲は、再委託先による重大な契約違反、情報管理上の重大な問題その他本業務を継続させることが適当でない合理的な理由がある場合、乙に対して当該再委託の停止又は終了を求めることができる。
3. 前項の場合、乙は、本業務への影響を最小限にするため、合理的な範囲で代替措置を講じるものとする。

[bookmark: _5qek1m1e1c01]第15条（再委託先の行為に関する責任）
1. 乙は、再委託先による本業務の遂行について、原契約及び本覚書に基づき乙が自ら本業務を遂行した場合と同様の責任を負うものとする。
2. 再委託先の故意又は過失により原契約又は本覚書に違反する事由が生じた場合、乙は、当該再委託先に対する監督その他必要な対応を行うものとする。
3. 甲が再委託先を承諾したことをもって、乙の甲に対する責任が軽減又は免除されるものではない。

[bookmark: _82q0hpfvnft]第16条（損害賠償）
乙又は再委託先の責めに帰すべき事由により本覚書に違反し、甲に損害を与えた場合の損害賠償については、原契約に定める損害賠償及び責任制限に関する条項に従うものとする。

[bookmark: _tbbrkf85mj1q]第17条（再委託終了時の措置）
1. 再委託が終了した場合、乙は、再委託先に対し、本業務に関連して甲又は乙から提供された資料、データ、電話応対記録その他の情報について、甲又は乙の指示に従い返還、削除又は廃棄させるものとする。
2. 甲から求められた場合、乙は、前項の措置が完了したことを確認し、その結果を甲に報告するものとする。

[bookmark: _3q2v1awx6w2v]第18条（有効期間）
1. 本覚書の有効期間は、原契約の有効期間と同一とする。
2. 原契約が終了した場合、本覚書も終了するものとする。ただし、その性質上終了後も存続すべき秘密保持、個人情報の取扱い、損害賠償その他の条項については、原契約又は本覚書に定める期間、その効力を有するものとする。

[bookmark: _oulb3yq2a2zk]第19条（協議事項）
本覚書に定めのない事項又は本覚書の各条項の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は原契約の趣旨に従い、誠意をもって協議し、解決するものとする。

以上、本覚書締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ各1通を保有する。なお、電磁的方法により本覚書を締結する場合は、電磁的記録を作成し、甲乙が電子署名その他合意した方法により締結の意思を表示したうえで、各自当該電磁的記録を保管する。










　　　　年　　　月　　　日
甲
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：

